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法人コンサルティング部 

会社法務グループ 

2025年 4月 30日 No.229 

 
ニュース 

4/10(木) 
商事法務研究会、「会社法制研究会報告書」を公表 

https://www.shojihomu.or.jp/public/library/3276/report0702.pdf 

トピックス  

経済産業省「企業の競争力強化のためのダイバーシティ経営（ダイバーシティレポー

ト）」を公表 

 経済産業省は 4月 7日、「企業の競争力強化のためのダイバーシティ経営(ダイバーシティレポー

ト)」（以下、「本レポート」）を公表しました。本レポートは、「企業の競争力強化のための手段と

しての多様性」という観点で、企業がダイバーシティ経営に取り組む際に直面する課題と、その

解決につながるアクションを提示しています。なお、公表資料は次の URLをご参照ください。 

https://www.meti.go.jp/press/2025/04/20250407002/20250407002-a.pdf  

本レポートでは、ダイバーシティ経営を「多様な人材をいかし、その能力が最大限発揮できる

機会を提供することで、イノベーションを生み出し、価値創造につなげている経営」と定義して

おり、多様性をマネジメントすることは企業の経営戦略を実現するために必要な手段の一つとし

て位置付けています。 

また、企業がダイバーシティ経営を進めるうえで、自社の状況にあった取り組みを行うヒント

として0番から6番まで、計7つの具体的な「アクション」が提示されています。ただし、これらの

提示されたアクションをそのまま実践すればよいという訳ではなく、自社の経営環境や直面する

課題等に応じて適切なアクションを選択することが重要とされています。 

■企業に求められる具体的アクション 

アクション 内容 

0.アクション推進の基盤整備 事業環境等を踏まえた人材ポートフォリオを定義しつつ、人材活躍の

ために必要な制度等の基盤整備を行う。 

1.ダイバーシティ経営の取組方針策定 ダイバーシティ経営方針の明確化と組織浸透を図り、KPI・ロード 

マップの策定とデータ利活用を通じた進捗管理を行う。 

2.推進体制の構築 取締役会や経営陣が多様性推進の実行に責任を持つとともに、従業員

の声を取締役会、経営陣双方に届ける体制を確保する。 

3.事業・地域特性等を加味した環境・

ルールの整備 

各部門・各国地域で働く様々な知・経験を持つ従業員が活躍できるよ

う業務プロセスや制度の見直しを行う。 

4.管理職の行動・意識改革 従業員の多様性を生かすことができるマネージャーを育成・登用 

する。 

5.従業員の行動・意識改革 従業員の多様なキャリアパスの構築を通じて企業のパーパスへの 

共感・貢献を促進しつつ、日頃からDEIの考えを意識できる環境整備を

行う。 

6.労働市場・資本市場への情報開示と

対話 

労働市場には人材戦略の内容やモニタリング結果を発信、資本市場に

は、企業価値向上に繋がる多様性推進の方針や取組を積極的に発信

し、対話する。 

（出所）本レポート 23 頁より当社にて作成 

https://www.shojihomu.or.jp/public/library/3276/report0702.pdf
https://www.meti.go.jp/press/2025/04/20250407002/20250407002-a.pdf
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特集 

「有価証券報告書の株主総会前開示」に関する想定問答例 

 2025 年 3月 28日、金融庁は、全上場企業に対し、加藤勝信金融担当大臣名で「株主総会前の適切な

情報提供について（要請）」を発出しました。 

 https://www.fsa.go.jp/news/r6/sonota/20250328-2/20250328-2.html 

本要請を受け、各社において対応の検討を進められていることと存じます。有価証券報告書の株主 

総会前開示を実施する場合・実施を見送る場合いずれにおいても、株主総会当日に株主から開示に関す

る質問が寄せられる可能性が考えられます。本特集では、そうした状況を踏まえ、想定される主な質問

とその回答例をご紹介します。なお、以下の想定質問に対する回答例は、あくまでも一例です。 

＜有価証券報告書の株主総会前開示を実施する場合＞ 

Q1.  従前は総会後に開示していた有価証券報告書について、本年より総会前に開示したのはなぜか。 

A： 当社は、投資家との建設的な対話の促進に向け、タイムリーな情報発信、情報開示の 

充実、SR/IR活動の実施などに努めてまいりました。 

対話のなかで、かねてより株主、投資家の皆様から有価証券報告書を総会前に開示する

よう要望いただいていたところ、今般の金融担当大臣からの早期開示に係る要請もあ

り、本年より株主総会前の開示を実施いたしました。 

Q2. 金融庁からの要請に基づき総会前開示を行ったとのことだが、これまで総会前開示を行わな

かった理由は何か。 

A： 株主総会前に有価証券報告書を提出するためには、決算業務や監査手続きを従前より 

早期に完了させる必要がありますが、これには相応の準備と体制を整えることが求めら

れます。また、一部の記載事項について、株主総会や総会後の取締役会で決議される予

定の記載内容を改めることなども考慮する必要がありました。 

今回、金融庁の要請が出されたことで、早期開示が必要との認識が一般的にも醸成され

たことを受け、監査法人とスケジュール等について再調整した結果、本年より早期の 

開示が可能となったものです。 

Q3. 本年より有価証券報告書の総会前開示がなされたが、総会開催日の 1 日前に開示されても内容

を十分に確認して総会に参加することはできない。本来は総会の 3 週間前に開示することが 

望ましいとされており、より早期に開示することはできないのか。 

A： 投資家との建設的な対話の促進に向けて、本年より有価証券報告書を総会前に開示して

おります。一方で、有価証券報告書の開示にあたっては、監査手続きが完了する必要が

あるため、現時点では総会の 3週間前に開示することは難しい状況にございます。 

しかしながら、有価証券報告書において、サステナビリティ情報をはじめ、非財務情報

等の有益な情報を提供できているものと考えております。株主の皆様にとって十分に 

内容をご確認いただいたうえで総会に参加いただけるよう、監査スケジュールの調整や

決算業務プロセスを見直し、有価証券報告書の更なる早期開示に努めてまいります。 

Q4. 総会前開示のためには、監査手続きを前倒しで進める必要があるが、監査が不十分になる恐れ

はないのか。 

A： 早期開示に対応する場合、監査法人は、より効率的かつ集中的な監査が求められること

はご指摘のとおりです。もっとも、監査法人には、監査基準に従い、十分な監査が行え

るよう日程の調整を綿密に行っており、必要な監査手続きを適切に実施いただいている

ことから、監査は十分に行われ、法令・会計基準に則っていると認識しております。 

https://www.fsa.go.jp/news/r6/sonota/20250328-2/20250328-2.html


 

 
3 

Q5. 有価証券報告書を総会前に開示してもらえるのは有難いが、情報量が膨大すぎる。多くの株主

が関心を持つ項目を抜粋し、招集通知に開示すれば多くの株主がより早期に閲覧できるのでは

ないのか。 

A： 有価証券報告書の早期開示については、株主の皆様に迅速かつ正確な情報を提供するこ

とを目的として取り組んでおります。ご指摘のとおり、有価証券報告書は情報量が多い

ため、株主の皆様にとって関心が高い項目をより分かりやすくお伝えする方法について

は、課題として認識しております。事業報告等と有価証券報告書の記載の共通化（一体

的開示）の指針も踏まえ、株主の皆様にとって、より分かりやすい情報提供のあり方を

引き続き検討してまいります。 

     

事業報告等と有価証券報告書の一体的開示、または一体開示につきましては、以下の資料

をご参考ください。 

・内閣官房等「事業報告等と有価証券報告書の一体的開示のための取組みについて」（2017年

12月 28日）https://www.kantei.go.jp/jp/singi/keizaisaisei/pdf/torikumi_hontai.pdf 

・同「事業報告等と有価証券報告書の一体的開示のための取組の支援について」（2018年 12月

28日）https://www.kantei.go.jp/jp/singi/keizaisaisei/pdf/shien_hontai.pdf  

・経済産業省「事業報告等と有価証券報告書の一体的開示 FAQ（制度編）」（2021年 1月 18

日）https://www.meti.go.jp/policy/economy/keiei_innovation/kigyoukaikei/20210118_1.pdf  

・証券代行情報 No.263「有価証券報告書の株主総会前開示に係るご委託会社向けアンケート

（集計結果）」（2025 年 4月 14日）13頁以降も併せてご参照ください。 

＜株主総会前開示を実施しない場合＞ 

Q6.      金融担当大臣より、有価証券報告書の株主総会前開示の促進に向けた要請がされたようだが、

当社は実施していない。なぜ、株主総会前に開示しなかったのか。 

A： 金融担当大臣からの株主総会前における有価証券報告書の開示要請を受け、当社内でも 

真摯に検討いたしました。その結果、本年度においては、予定していた決算および監査

のスケジュールを踏まえ、株主総会前の開示は実務上困難であると判断し、本年の対応

は見送らせていただきました。 

しかしながら、株主の皆様への情報提供を一層充実させる必要があると認識しており、

株主総会前に有価証券報告書の開示ができるよう引き続き検討を進めてまいります。 

Q7. 本年は有価証券報告書の総会前開示がなされていないが、来年はどのように対応する方針か。 

A： 決算および監査のスケジュールや社内のリソース等を踏まえ、本年は総会前の開示を見

送らせていただきました。しかしながら、株主の皆様への情報提供を一層充実させる必

要があると認識しており、監査スケジュールや社内リソースの調整を進め、引き続き総

会前の開示ができるよう検討してまいります。 

＜基準日変更による株主総会前開示＞ 

Q8. 有価証券報告書を早期開示するのであれば、基準日と総会開催日を後ろ倒しすることも考えら

れるが、検討しているのか。 

A： 基準日や総会開催日を変更することは、投資家との対話促進にどの程度効果があるか、

また株主様にどのようなメリットがあるか、さらにはコスト面を含めて当社の業務への

影響がどの程度あるか、検討すべき点は少なくないと感じております。したがって、 

基準日や総会開催日の変更について、現時点では具体的な検討は行っておりません。 

ポイント

https://www.kantei.go.jp/jp/singi/keizaisaisei/pdf/torikumi_hontai.pdf
https://www.kantei.go.jp/jp/singi/keizaisaisei/pdf/shien_hontai.pdf
https://www.meti.go.jp/policy/economy/keiei_innovation/kigyoukaikei/20210118_1.pdf
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株主総会前開示を実現する手段の一つとして、基準日の変更が挙げられます。金融庁に 

設置された「連絡協議会」（※）の資料では、以下の２つの方法が提示されています。 

⚫ 株主総会の基準日を決算期末より後に変更し、総会の開催日を後倒しする方法 

（3月決算会社で、総会基準日を 4月末等としたうえで、その 3か月以内に総会を開催） 

⚫ 株主総会の基準日を変更せずに、決算期を前倒しする方法 

（3月決算会社が決算期を 12月末等に変更したうえで、総会基準日は変更せず、総会を

開催） 

（※）金融庁「有価証券報告書の定時株主総会前の開示に向けた環境整備に関する連絡協議

会」（https://www.fsa.go.jp/singi/sokaimaekaiji/index.html）第 2回資料より 

また、全国株懇連合会が公表している提案書「企業と投資家の建設的な対話に向けて～ 

対話促進の取組みと今後の課題～」（https://www.kabukon.tokyo/activity/data/study/study_2016_05.pdf）

においても、実務上の留意点等が整理されているので、同提案書 44頁以降もご参照くださ

い。 

前述の想定問答例に加えて、株主総会前に開示した有価証券報告書の記載内容に基づき、以下のよう

な質問がなされる可能性があるため、各社の開示状況に応じた想定問答を必要に応じてご準備くださ

い。 

 ・●銘柄●億円を保有していると記載しているが、政策保有株式を売却する方針はあるのか。 

 ・人材育成の方針が記載されているが、具体的にはどのような取り組みを実施するのか。 

実現するためには、どのくらいの費用を充てる必要があるのか。 

 ・当社は他社と比較して相対的に女性役員比率が低いにもかかわらず、女性役員を増員しなかった 

理由は何か。また、中長期的な目標値とその進捗状況について教えてほしい。 

なお、金融庁は有価証券報告書の株主総会前開示に関する紹介ページを開設し、「有価証券報告書を

定時株主総会前に提出する場合の留意点」や「有価証券報告書レビュー」等の資料を掲載していますの

で、そちらも併せてご参照ください。 

https://www.fsa.go.jp/policy/kaiji/sokaimaekaiji.html 

―お知らせ― 

 当社公式 YouTube において、柳沢慎吾さんとコラボした動画を公開しました。当社証券代行事業に 

関する業務内容を皆様に広く知っていただくため、「柳沢慎吾 CEOを支える証券代行営業の物語」と 

題して、作成した動画です。是非、ご高覧いただければと存じます。 

①柳沢慎吾 CEOを支える証券代行営業の物語（フル ver.）  

 https://youtu.be/0cvMVhgCquI 

②柳沢慎吾 CEOを支える証券代行営業の物語（上場後総会編）  

 https://youtu.be/w3o_FhwmRxg 

※②は上場後のストーリーのみに絞った①の短縮版です。 

※①は約 16 分、②は約 7 分の動画です。 

ポイント

https://www.fsa.go.jp/singi/sokaimaekaiji/index.html
https://www.kabukon.tokyo/activity/data/study/study_2016_05.pdf
https://www.fsa.go.jp/policy/kaiji/sokaimaekaiji.html
https://youtu.be/0cvMVhgCquI
https://youtu.be/w3o_FhwmRxg

